
令和 5 年 2 月 6 日 

令和 5 年度松阪市一般会計当初予算 

番号 1 

事業名 子育て施策の充実 

予算額（主な支出） 

①認定こども園開園             0 円（新たな支出） 

②賄材料費価格抑制の取組み         0 円（新たな支出） 

③障がい児保育に係る施策          0 円（新たな支出） 

④認可外保育施設の一時預かり利用支援 3,000 千円 

⑤公共施設における一時預かりの開始  2,856 千円 

⑥子育て応援事業者認定・表彰事業     78 千円 

⑦赤ちゃんの駅設置認証事業         0 円（新たな支出） 

⑧養育費の未払いに係る強制執行申立に要する 

補助金創設にむけて協議の開始     150 千円 

特定財源 ⑤一時預かり保育料 180千円（新規） 

事業の概要 

①認定こども園開園  保育園、幼稚園等を再編し、認定こども園等を開設する 

R4  R5 

みなみ保育園  みなみこども園 

ひかり保育園  
豊田こども園 

豊田幼稚園  

中川幼稚園 中川こども園 

三雲北保育園 
三雲北こども園 

三雲北幼稚園 

三雲南保育園 
三雲南こども園 

三雲南幼稚園  

こだま分園  こだま小規模保育事業所 

②賄材料費価格抑制の取組み 

  献立内容の見直しによる食材料費抑制だけではなく、食材等の仕入れ方法

について再検討し、令和５年度に一部新手法で実施する。 

③障がい児保育に係る施策 

  保育園を希望する支援が必要なこどもに対する受入の方法について、加配保

育士制度以外の方法も含めて検討を行う。 

④認可外保育施設の一時預かり利用支援（産後育児負担軽減支援事業） 

出産後から保育所等へ入園する前の子どもを持つ保護者の負担を軽減する

ため、認可外保育施設での一時預かり利用を支援する。 

⑤公共施設における一時預かりの開始 

  市が運営する子育て支援センターふれんずの利用スペースの見直しを行い、

その一部で一時預かりを実施する。 

 

 



⑥子育て応援事業者認定・表彰事業 

  子育てを応援する事業者を認定・表彰することにより、経営者や従業員そ

れぞれが子育て支援への意欲をより一層高め、その取り組み事例を広く紹介

することにより子育てしやすいまちづくりを進める。 

⑦赤ちゃんの駅設置認証事業 

  授乳・おむつ替え・幼児用トイレ等の設備を無償で使用できる事業所を、

「赤ちゃんの駅」として認証し、ホームページ等に掲載し周知することで、

乳幼児を連れた保護者等が、気軽に外出できるまちに繋げる。 

⑧養育費の未払いに係る強制執行申立に要する補助金創設にむけて協議の開始 

  養育費の未払い解消のため、本人負担を抑えた強制執行申立が可能となる

よう弁護士会・司法書士会等と協議を始める。 

事業の背景など 

  公立施設の認定こども園化や私立保育園の開設、増改築等により、保育園

等を希望するニーズへの対応は、３年続けて４月時点での国基準待機児童が

０人と一定の成果を出している。その中で、全体的な課題として令和４年か

らの原油高騰による光熱費や食材料費高騰への対応、個別的な対応として年

齢を問わず支援が必要な子どもを育てる保護者への子育て支援など新たな課

題が出てきている。 

また、少子化、核家族化の進行により、子育てに対し不安・孤立を感じる保

護者が増加しており、特に保育園等を利用していないそういった保護者への支

援も一つの課題である。 

加えて、行政だけでできることには、限界があることから、行政だけではな

く事業者や店舗等も参加するカタチでの、松阪市全体として子育てしやすいま

ちづくりに取り組む必要がある。 

また、養育費の債務名義を取得しているにもかかわらず、履行確保が図られ

ていない家庭も少なからず存在する。 

目的・効果など 

 ①  認定こども園化により、保護者の就労状況等に関わらず、こども達が一

緒に集団活動でき、小学校への進学時にもスムーズに移行できる。 

 ②  材料費の抑制が期待でき、適切な給食提供の継続が可能となる。 

 ③  現在の加配保育士制度は、３歳児以上の支援の必要なこどもに対応して

いるが、３歳児未満の支援が必要なこどもへの保育、支援の体制がとれる。 

④⑤ 現行の一時預かり事業から、利用できる事業所が増えることで、保育園

等にこどもを預けていない保護者の負担、ストレスが軽減される一時預か

り利用が、より増えることで、家庭での保育に余裕を持つことができる。 

⑥⑦ 行政、事業者がともに子育てに対する意識を、より持つことで、松阪市

全体として子育てしやすい、保護者やこどもが不安や孤独を感じにくいま

ちを形作っていく。 

⑧  養育費未払に悩むひとり親の不安解消と養育費の確保につながる。 

事業スケジュール 

①②③  ４月から実施 

④    ６月から開始（５月から申請受付） 

⑤   １０月開設 



⑥    ８～９月申請、１０月審査会、１１月認定・表彰 

 ⑦    ７月申請受付開始 

９月以降 随時認証及びホームページ等へ掲載 

 ⑧    ５月から協議を開始予定 

添付資料 なし 

備考 なし 

担当課 
①～⑦ 健康福祉部こども局こども未来課  電話 53-4083 

⑧   健康福祉部こども局こども支援課  電話 53-4081 

 


